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災害が頻発する我が国において，産業分野の防災力向上は重要な課題であるものの，現状では，BCPの策定
や災害保険の加入といった企業による災害リスクへの対策が十分に行われているとは言い難い．本研究では，防
災投資と保険購入の水準を企業が同時に決定するモデルを定式化し，サプライチェーンに属する企業間に作用
する防災投資の外部性と情報の非対称性に起因する災害保険市場の不完全性がこうした問題の要因であること
を明らかにする．その上で，防災 DX技術の進展等に伴う保険市場の不完全性の解消が企業行動に及ぼす影響
について分析する．さらに，サプライチェーンの防災力向上に向けた新たな災害保険スキームとして，企業に
防災投資のインセンティブを付与できるリベート付き災害保険を提案し，モデル分析を通じてその効果を示す．
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1. はじめに

日本は常に災害の脅威にさらされており，いかに防
災対策を行うかは，我が国が取り組むべき大きな課題
の一つである．企業についても，災害がひとたび発生
すると，工場の操業停止や物的損害が起こる可能性は
高い．特に，サプライチェーンに対する災害の影響は
大きなものとなる．サプライチェーンの一端を担う企
業の操業がストップすると，直接被災していない地域
の企業もその影響を受けることになり，一地点で発生
した災害が地域や国を越えて，大きな損失をもたらす
こともしばしばある．企業はこのような事態に備えて，
リスクマネジメントを行う必要がある．災害に対する
リスクマネジメントには，大きく二通りのアプローチ
がある．一つ目はリスクコントロールであり，事前の
防災・減災対策，すなわち「防災努力」を指す．例え
ば、ハザードマップで示されている危険区域に工場が
建っている場合，工場を安全な地域に移転することで
操業停止の可能性や損害規模の低減を図ることができ
る．また，建物や工場の耐震性，耐水性を補強するこ
とによっても防災の効果が期待される．他にも，事業
継続計画（BCP）や事業継続マネジメント（BCM）を
取り決めておくことで，緊急事態に遭遇した場合の損
害を最小限にとどめつつ，事業の継続や早期復旧を可
能にすることができる．二つ目はリスクファイナンス
であり，災害が発生した際に，経営への資金的なイン

パクトを最小限に抑えるようなリスク対策を意味する．
具体的には，災害による物的損害を補償する災害保険
や企業の操業が停止した場合の損失を補償する事業中
断（Business Interruption ; BI）保険への加入などが
ある．つまり，災害に対するリスクマネジメントの主
な手段は，事前の防災努力，もしくは災害保険への加
入の二つに大別される．よって，我が国の産業の強靭
化を図るにあたっては，企業の防災努力と災害保険加
入に関する決定行動について分析し，災害に対するリ
スクマネジメントの望ましいあり方を探る必要がある．
本研究では，サプライチェーンに属する企業の防災

努力に着目する．サプライチェーンに属するある企業
が操業停止する確率は，サプライチェーンに属する他
の企業の防災努力の水準にも影響を受ける．同時に，あ
る企業が行った防災努力は，他の企業の操業停止確率
を低減するという意味で恩恵を与えることになる．す
なわち，防災努力には外部性が存在する．このような
防災努力の外部性によって，サプライチェーンに属する
企業における努力のインセンティブが低下し，結果と
して防災努力が不足する事態を招く恐れがある．防災
努力が不足することは，企業単体の問題にとどまらず，
産業全体の防災力に関わる深刻な問題である．よって，
企業により高い水準の努力を促し，日本産業の防災水
準を改善するためには，この外部性について考慮する
ことが重要であると考えられる．
日本企業の災害保険への加入率は，他先進国と比較
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して大きく劣後している．保険未加入の理由としては，
災害保険に対する知識の欠如，保険料の高さ，限定的
な補償内容，保険金が十分でないことなどが挙げられ
ている 1)．一般に，保険サービスの売り手である保険
会社と買い手である加入者の間には情報の非対称性が
存在する．このとき，リスクの低い主体にとって保険
会社が設定する保険料は割高となり，保険加入を断念
せざるを得なくなる．これは，「逆選択」と呼ばれる保
険市場が抱える代表的な問題である．ここで，保険メ
カニズムの改善に向けて，二つの動きに注目する．一
つ目は，近年技術の発展が目覚ましい防災 DX（防災
デジタルトランスフォーメーション）である．現状で
は困難な被害状況の正確な予測が防災 DX によって実
現される見込みは高く，この技術を保険メカニズムに
活用することで，より高度な保険の提供につながる可
能性がある．二つ目は，企業の防災努力を評価する取
り組みの促進である．ESGなどがこれに該当する．企
業の防災努力を正確に評価し，その水準に見合った見
返りを企業に還元するような制度を導入することがで
きれば，防災努力と保険への加入はともに促されるこ
とが期待される．実際に，不動産分野の ESGでは災害
リスク対応が評価対象に組み込まれているほか，日本
政策投資銀行（DBJ）は BCM格付融資（防災・減災
や事業継続への先進的な取り組みを行っている企業や，
今後取り組みを推進していくことを考えている企業に
対し，支援を行う融資メニュー）を導入している．

本研究では，サプライチェーンに属する企業間に作
用する防災投資の外部性と情報の非対称性に起因する
災害保険市場の不完全性に着目し，企業が防災投資と
保険購入の水準を同時に決定するモデルを定式化する．
その上で，防災 DX技術の進展等に伴う保険市場の不
完全性の解消が企業行動に及ぼす影響について分析す
る．さらに，サプライチェーンの防災力向上に向けた
新たな災害保険スキームとして，企業に防災投資のイ
ンセンティブを付与できるリベート付き災害保険を提
案し，モデル分析を通じてその効果を示す．

本稿の構成は以下の通りである．2.では，関連する
既往研究の整理に基づいて，本研究の目的や新規性を
明確にする．3.では，先行研究を踏まえた上で，本研
究の基本モデル，および現況を表現した災害保険モデ
ルについて説明する．4.では，現況を改善したモデル
として，新たな災害保険モデルを考案し，企業の行動の
分析・努力の比較検討を行う．5.では，社会的最適な努
力水準を達成するケースについて提示した後，ファー
ストベストとセカンドベストのケースについて分析し，
比較検討を行う．最後に，6.で結論を述べる．
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販売 

図–1 Liuら (2022)6) の設定

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 既往研究の概要
サプライチェーンの途絶リスクに対する企業の戦略に
関しては，これまでも様々な研究がなされてきた．Dong

ら (2018)2) は，サプライチェーンの上流または下流の
どちらかで途絶発生の可能性がある２段階生産チェー
ンにおける，企業の在庫・準備・保険戦略について着
目しており，保険購入が企業に与える影響について分
析している．また，Kleindorferら (2005)3)は，リスク
マネジメントの基本であるリスク評価とリスク軽減の
共同活動に着目しており，サプライチェーンの途絶リ
スクに対処することを目的とした管理システム設計へ
の示唆を論じている．また，Zhenら (2016)4)は，事業
中断（BI）保険の購入が，途絶発生後の輸送回復にど
のような影響を与えるかについて分析し，事前の BI保
険購入と事後の行動バックアップ輸送を比較している．
さらに，Rahmanら (2022)5) は，サプライチェーンレ
ジリエンスの取り組みと戦略の包括的な概観を提供す
るために，体系的な文献レビューを実施している．そ
して，サプライチェーンレジリエンスに関する研究分
野における研究課題と今後の研究の方向性を提言して
いる．
Liuらは，図 1のようなサプライチェーンを想定し，

その中心に位置する企業が保険購入と上流企業に対す
る発注量を戦略的に決定するモデルを分析している1．
分析の結果，企業が保険へ加入することによって，上
流企業への最適発注量が増加するとともに企業の期待
効用が上昇する，すなわち，保険が企業価値を高める
ことを明らかにしている．しかし，この研究は企業の
経営における発注戦略について注目したものとなって
おり，防災に対する企業努力については触れられてい
ない．Serpaら (2017)8)は，複数の企業を対象として，
事故予防のための各企業の努力水準及び保険の導入が
もたらす効果について分析している．まず，サプライ
チェーンに属する 2つの企業に焦点を当て，複数の企
業で事故予防の努力を行う際に一方の企業がフリーラ
イドする可能性を指摘した．さらに，保険の導入が企

1 Liuら (2022)の研究の特徴として，リスク回避的な企業を仮定
している点がある．通常，企業の行動をモデル化する場合には，
企業がリスク中立的であるという仮定を置くことが一般的であ
るが，90カ国の 1500人の企業経営者を対象に行った調査では，
経営者が意思決定を行う際にはリスク回避的な行動を取ること
が多いことが明らかになっている (Koller ら (2012)7))．
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業のフリーライドを抑制し，より効率的な事故リスク
の管理を可能にすることを明らかにしている．

(2) 本研究の位置付け
前節で紹介した既往研究との違いを説明するととも

に，本研究の位置付けについて述べる．Liuら (2022)

は，サプライチェーンに属するリスク回避的な企業の
運営的戦略や企業価値の上昇について注目したもので
あり，企業の操業停止確率低減のための企業努力に関
する考察はなされていない．また，1 つの企業につい
てのみ着目したモデルを使用しており，ある企業の振
る舞いが別の企業にどのような影響を及ぼすかについ
ては検討されていない．Serpaら (2017)では，サプラ
イチェーンに属する企業が企業保険に加入することで，
企業間における努力の偏りを軽減できることを明らか
にしているが，サプライチェーン全体の防災力を引き
上げることを目的とした分析はなされていない．また，
いずれの研究においても，BCPの策定や災害保険の加
入といった企業による災害リスクへの対策が十分に行
われていないという現況には着目しておらず，現状の
保険システムの改善を目的とはしていない．
本研究では，サプライチェーンに属する企業間に作用

する防災投資の外部性と情報の非対称性に起因する災
害保険市場の不完全性を考慮し，防災投資と保険購入
の水準を企業が同時に決定するモデルを構築する．そ
の上で，構築したモデルが現状が抱える問題を一定程
度再現できることを確認した上で，防災 DX技術の進
展等に伴う保険市場の不完全性の解消が企業行動に及
ぼす影響について分析する．さらに，サプライチェー
ンの防災力向上に向けた新たな災害保険スキームとし
て，企業に防災投資のインセンティブを付与できるリ
ベート付き災害保険を提案し，モデル分析を通じてそ
の効果を示す．

3. 現況を表すサプライチェーンモデル

(1) モデルの概要
企業は損失を最小化するために，企業保険に加入す

ることができる (Dong and Tomlin(2012)9))．企業は保
険による補償以外に短期間で補償を得る方法がないと
仮定する．保険会社は企業の操業停止が発生する前に
保険料を徴収し，企業が被る期待損失額に基づいて保
険金額を決定する．
もし企業が保険会社に本当の情報を開示しなければ，

モラルハザードや逆選択が発生する可能性がある．しか
し本研究では，サプライチェーンに属する企業の保険加
入決定と防災努力決定について分析を行うため，このモ
デルではモラルハザードや逆選択がないことを仮定して

いる2．また，災害という大きな損害をもたらす可能性
の高い事態については，企業もリスク回避的に振る舞う
と仮定しても問題ないと考え，先行研究と同様に本研究
でもリスク回避的な企業をモデル化する．企業のリスク
回避姿勢を表現するために，U ′(x) > 0, U ′′(x) < 0の厳
密増加凹型 Von neumann-Morgenstein効用関数 U(x)

を使用する．具体的には，企業の効用関数を以下の式
で定義することとする．ただし，xは企業の富を表す．

U(x) = ln(x) (1)

次に，本研究におけるサプライチェーンのリスク回
避型企業のモデルを説明する．本来サプライチェーン
には多くの企業が存在するが，本研究では単純化のた
めに二つの企業 i，企業 j についてモデルを設定する．
各企業が平常時に得られる収益をそれぞれπi, πjとし，

操業が停止した場合に発生する損失をそれぞれXi, Xj

とする．災害による操業停止確率を低減するために，二
つの企業は観測不可能な努力をすることができる．例え
ば，工場を防災的観点から安全な地域に移転させたり，
サービスの設計を改善したりすることができる．ここ
で，企業 iと企業 j の努力をそれぞれ ei ≥ 0と ej ≥ 0

とする．ただし「努力」とは，金銭的な防災対策であ
る防災投資に加えて，防災体制改善のための技術向上
や人材教育などを含む，リスクコントロールを指すも
のとする．各企業の操業停止確率は以下のように設定
する．

Fi(ei, ej) =
p

exp{βei + (1− β)ej}
(2)

Fj(ei, ej) =
p

exp{(1− β)ei + βej}
(3)

ここで，パラメータ β ∈ (0, 1)は自社の努力に対する
自社の操業停止確率低減の感度を，p ∈ (0, 1)は防災努
力が行われなかった場合の潜在的な操業停止確率を表
し，共通知識であるとする．βが大きい場合，自社の努
力は操業停止確率の低減に，より大きく寄与すること
を意味する．よって，一般に β>0.5であるものと仮定
する．
また，企業の操業停止確率 F (ei, ej)は，企業 iと企
業 j の努力は代替可能であるという考え方を反映して
いることに注意されたい．なぜなら，企業 jは企業 iの
低い努力水準を補うためにより高い水準の努力をする
ことができ，その逆も然りであるからである．

2 ESGの枠組みにおける防災対策の指標化や BCPなどの認証制
度の整備が進むことにより，内生的リスクの低減が予想される．
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基本モデルにおけるキャッシュフローは図 2 のよう
になる3．（点線は操業停止時のみに生じるキャッシュフ
ローとする．）

 

企業 i 企業 j 

収益 𝜋𝑗 収益 𝜋𝑖 

損失 𝑋𝑗 損失 𝑋𝑖 

図–2 基本モデルのキャッシュフロー

リスク回避型企業が企業保険に加入しない場合，各
企業における期待利得は，操業停止がない場合には，

Ri,1 = πi (4)

Rj,1 = πj (5)

操業停止がある場合には，

Ri,2 = πi −Xi (6)

Rj,2 = πj −Xj (7)

となる．ここで，添字 1は操業停止がない場合を表し，
添字 2は操業停止がある場合を表す．このとき，企業
の期待効用はそれぞれ以下のように表される．

Ud
i (ei, ej) = {1− Fi(ei, ej)}Ui(πi,1)

+Fi(ei, ej)Ui(πi,2)− γei (8)

Ud
j (ei, ej) = {1− Fj(ei, ej)}Uj(πj,1)

+Fj(ei, ej)Uj(πj,2)− γej (9)

ここで，γ > 0は努力を行うことによる効用減少のパ
ラメータである．また，添字 dは保険なしの基本モデ
ルを表す．

期待効用最大化問題を解くことによって，命題 1が
導出される．

命題 1. 企業保険に加入していない企業が操業停止の
脅威に直面した場合，その最適努力水準は以下のよう
になる．

3 Πをサプライチェーン全体の収益，X を全体の損失，y ∈ (0, 1)
を企業間の損失負担割合として，πi = w，Xi = yX，πj =
Π− w，Xj = (1− y)X と設定すると，サプライチェーン特有
のキャッシュフローを明示的に表現することができる．

edi =



β

2β − 1
ln

[
β

γ
p{ln(Ri,1)− ln(Ri,2)}

]
−

1− β

2β − 1
ln

[
1− β

γ
p{ln(Rj,1)− ln(Rj,2)}

]
0

(10a)

(10b)

(10a)...ej ≤
1

1− β
ln

[
β

γ
p{ln(Ri,1)− ln(Ri,2)}

]
のとき

(10b)...ej >
1

1− β
ln

[
β

γ
p{ln(Ri,1)− ln(Ri,2)}

]
のとき

edj =



β

2β − 1
ln

[
β

γ
p{ln(Rj,1)− ln(Rj,2)}

]
−

1− β

2β − 1
ln

[
1− β

γ
p{ln(Ri,1)− ln(Ri,2)}

]
0

(11a)

(11b)

(11a)...ei ≤
1

1− β
ln

[
β

γ
p{ln(Rj,1)− ln(Rj,2)}

]
のとき

(11b)...ei >
1

1− β
ln

[
β

γ
p{ln(Rj,1)− ln(Rj,2)}

]
のとき

命題 1は，一方の企業の努力水準がある閾値よりも
小さい場合，他方の企業の努力水準は，平常時の期待
効用と被災時の期待効用の差に基づいて決定されるこ
とを示している．また，一方の企業の努力水準が閾値
よりも大きい場合には，他方の企業は努力をしない選
択が最適となる．この結果は，相手企業の努力水準が
高い場合には，自社は努力をする必要がなくなるとい
うフリーライドの発生を示している．また，災害時に
対する平常時の期待利得が大きい，すなわち損失割合
が大きい企業の方が，努力が大きくなる傾向にあるこ
とも確かめられる．これは，災害時と平常時での期待
利得の差を小さくしようするインセンティブが働くた
めであると考えられる．
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(2) 保険料一定型の保険を導入したモデル
次に，前節の基本モデルに保険会社を導入したモデ

ルを考える．
リスク回避型企業が災害保険への加入を検討する場

合，企業にとっての最適な保険購入率と努力水準を決
定し，保険会社に保険料の支払いを行う．保険市場が完
全競争，すなわち，保険会社の利益がゼロであると仮定
すると，企業は保険数理的に公正な保険価格で企業保
険を購入することになる．すなわち，企業の保険料の支
払いによって，企業の操業停止で生じる期待損失は正
確にカバーされる (Rothschild and Stiglitz(1976)10)；
Azevedo and Gottlieb(2017)11))．ここで，現段階では
企業の防災努力を可視化するシステムや技術が確立さ
れておらず，保険会社は，努力によって変化する操業
停止確率を観測できないため，潜在的な操業停止確率 p

を用いて保険を設計せざるを得ないことに注意された
い．つまり，ここでの「公正な保険価格」とは，厳密
には公正でないものの，現状の前提を踏まえた上での
公正な保険価格を意味している．各企業の保険の購入
率を αi ∈ [0, 1]，αj ∈ [0, 1]とすると，操業停止が発生
した場合に保険会社から払い戻される損害額（保険金）
は，企業 iに対して αiXi，企業 jに対して αjXj とな
る．また，企業が保険会社に支払う保険料 IP は，期待
損失に保険購入率を乗じた値であり，以下のように表
される．

IPi = αipXi (12)

IPj = αjpXj (13)

このとき，キャッシュフローは図 3のようになる．

 

企業 i 企業 j 

収益 𝜋𝑗 収益 𝜋𝑖 

損失 𝑋𝑗 損失 𝑋𝑖 

 𝐼𝑃𝑖  𝐼𝑃𝑗 
保険金 𝛼𝑖𝑋𝑖 保険金 𝛼𝑗𝑋𝑗 

保険会社 

図–3 保険料一定型モデルのキャッシュフロー

各企業の期待利得は，操業停止がない場合，
Ri,1 = πi − αipXi (14)

Rj,1 = πj − αjpXj (15)

操業停止がある場合，
Ri,2 = πi −Xi + αi(1− p)Xi (16)

Rj,2 = πj −Xj + αj(1− p)Xj (17)

となり，保険会社を導入した場合の企業の期待効用は
以下のように表される．

U c
i (ei, ej , αi) = {1− Fi(ei, ej)}Ui(Ri,1)

+Fi(ei, ej)Ui(Ri,2)− γei (18)

U c
j (ei, ej , αj) = {1− Fj(ei, ej)}Uj(Rj,1)

+Fj(ei, ej)Uj(Rj,2)− γej (19)

ただし，添字 cは，保険料一定型モデルの分析である
ことを示している．ここで，保険購入率 αに関する期
待効用の一階微分式と，努力水準 eに関する期待効用
の一階微分式より，命題 2が導出される．

命題 2. 保険料一定型の保険を導入した場合の，サプラ
イチェーンに属するリスク回避型企業の保険購入率は，
それぞれ以下のように表される．

αc
i =

(1− Fi)pXi − (p− Fi)πi

(1− p)pXi
(20)

αc
j =

(1− Fj)pXj − (p− Fj)πj

(1− p)pXj
(21)

また，保険料一定型の保険を導入した場合の，サプ
ライチェーンに属するリスク回避型企業の努力水準は，
それぞれ以下のように表される．

� αi ∈ [0, 1)，αj ∈ [0, 1)のとき，

ei =
β

2β − 1
· ln

βp{ln(Ri,1)− ln(Ri,2)}
γ

−
1− β

2β − 1
· ln

βp{ln(Rj,1)− ln(Rj,2)}
γ

(22)

ej =
β

2β − 1
· ln

βp{ln(Rj,1)− ln(Rj,2)}
γ

−
1− β

2β − 1
· ln

βp{ln(Ri,1)− ln(Ri,2)}
γ

(23)

� αi = 1，αj = 1のとき，

ei = 0 (24)

ej = 0 (25)

以上の分析は，保険料一定型モデルにおいて，企業
の最適な保険購入率と努力水準は状況によって変化す
ることを示している．ここで，一例として企業 iについ
て着目し，保険購入と努力水準の決定行動について，数
値計算を用いて具体的な推察を行う．表 1に示した数
値を用いて，式 (20)と式 (22)を図 4に表す．また，こ
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のときの保険購入率 αと期待効用の関係について，図
5に示す．

表–1 入力数値

努力反映パラメータ β 0.6

努力による効用減少パラメータ γ 0.01

潜在的な操業停止確率 p 0.05

損失X 3

収益 π 10

-1

-0.5

0

0.5

1

0 1努
⼒
⽔
準

保険購⼊率

式(3.20)

式(3.22)
●安定均衡

図–4 保険料一定型の最適保険購入率と最適努力水準 (X = 3)

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

期
待
効
⽤

保険購⼊率

図–5 保険料一定型の保険購入率と期待効用の増減 (X = 3)

図 4の式 (22)については，保険購入率を０から１に
増加させると，途中で努力水準がゼロに達している．そ
の場合，ei ≥ 0 より，努力水準はゼロのままである．
よって，期待効用最大化問題の解は (αi, ei) = (1, 0)で
安定（図中の黒丸）であることが分かる．また，図 5よ
り，期待効用を最大化する点は α = 1であり，これは
上記の推察に一致している．

また，損失 X = 6としたときの，式 (20)と式 (22)

の関係を図 6に，期待効用の増減を図 7に示す．

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

0 1

努
⼒
⽔
準

保険購⼊率

式(3.20)

式(3.22)
●安定均衡
○不安定均衡

図–6 保険料一定型の最適保険購入率と最適努力水準 (X = 6)

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

期
待
効
⽤

保険購⼊率

図–7 保険料一定型の保険購入率と期待効用の増減 (X = 6)

図 6を見ると，二式は 0 ≤ αi ≤ 1の一点で交わって
いることが分かる．しかし，この解については，以下
のことが推察される．交点から保険購入率を微減させ
ると，式 (22)に沿って努力水準が微増する．この努力
水準の微増により，さらに，式 (20)に沿って保険購入
率が減少する．以上のメカニズムが繰り返されるため，
図 6の白丸で示す交点は不安定な解である．その代わ
りに，αi = 0の点（図中の黒丸）が安定解として得ら
れる．また，交点から保険購入率を微増させた場合に
も，同様にして，(αi, ei) = (1, 0)の点（図中の黒丸）が
安定解となる．よって，期待効用最大化問題の安定解
は αi = 0と αi = 1の二点であることが確かめられる．
また，図 7より，期待効用を最大化する点は αi = 0

であることが分かる．よって，このケースにおいては，
企業 iは保険を購入しないと考えられる．

数値事例を検討した結果，企業行動の概要を以下の
ように考察する．
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損失割合が小さい場合，努力によるリスク低減の限
界効用より，努力の限界コストが相対的に大きくなる
ため，企業は努力をせず，フェアなフルカバー保険を購
入する．一方で，損失割合が大きい場合には，努力の
限界コストが相対的に小さくなるため，企業は努力を
行おうとする．この状況において企業は，努力が反映
されない保険料は割高であると判断するため，保険に
加入しない選択が最適となる．特に後者の考察は，損
失割合が大きいという災害の特性に合致しており，現
況における企業の災害保険加入率の低さを支持するも
のとなっている．

また，損失割合をより大きくした場合 (X = 9.7)に
は，0 < αi < 1と αi = 1において安定解が一つずつ得
られ，αi = 0.1に満たないある保険購入率で期待効用
が最大となる．その結果を，以下の図 8と図 9に示す．

-0.5

0

0.5

1

1.5

2

2.5

0 1

努
⼒
⽔
準

保険購⼊率

式(3.20)

式(3.22)
●安定均衡
○不安定均衡

図–8 保険料一定型の最適保険購入率と最適努力水準 (X =
9.7)

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

期
待
効
⽤

保険購⼊率

図–9 保険料一定型の保険購入率と期待効用の増減 (X = 9.7)

以上の数値計算を通して，企業は損失割合が小さい
場合にはフルカバーの保険を購入する一方で，損失割
合が大きくなると保険を購入しなくなる傾向にあるこ
とが示された．この結論は，澤田ら (2017)1) が示して

いる企業の災害保険加入率が低いという結果に一致し
ていると言える．このように本研究では，損失割合に
基づいた企業行動の概要までを推察することができた
ため，より解析的な分析は行わない．

4. 保険料に努力が反映されるケース
(1) 保険料変動型の保険を導入したモデル
本章では，保険料に努力水準が反映されるモデルを
検討する．保険会社は各企業の努力水準を観察し，そ
の水準に応じて保険料を設定することができる．ここ
で，現段階では，防災の努力水準が正確に観察される
ような技術の進歩や評価体系の確立はなされていない
ことに留意されたい．つまり，本章で述べるモデルは
現状では実現困難なものであるが，これから先の防災
DXなどの技術の進歩や，企業努力の評価体系の確立に
よってたしかに実現されうるものである．
操業が停止した際に保険会社から企業に支払われる
保険金は，(2)節の保険料一定型モデルと同様である．
また，企業が保険会社に支払う保険料は以下のように
設定される．

IPi = αiFi(ei, ej)Xi (26)

IPj = αjFj(ei, ej)Xj (27)

このとき，キャッシュフローは図 10のようになる．

 

企業 i 企業 j 

収益 𝜋𝑗 収益 𝜋𝑖 

損失 𝑋𝑗 損失 𝑋𝑖 

 𝐼𝑃𝑖  𝐼𝑃𝑗 
保険金 𝛼𝑖𝑋𝑖 保険金 𝛼𝑗𝑋𝑗 

保険会社 

図–10 保険料変動型モデルのキャッシュフロー

各企業の期待利得は，操業停止がない場合，

Ri,1 = πi − αiFi(ei, ej)Xi (28)

Rj,1 = πj − αjFj(ei, ej)Xj (29)

操業停止がある場合，

Ri,2 = πi −Xi + αi{1− Fi(ei, ej)}Xi (30)

Rj,2 = πj −Xj + αj{1− Fj(ei, ej)}Xj (31)

のようになり，保険料に努力が反映されるような保険
メカニズムを導入したモデルにおける企業の期待効用

第 67 回土木計画学研究発表会・講演集

 7



は以下のように表される．ただし，添字 T は，保険料
変動型モデルにおける分析を示すものである．

UT
i (ei, ej , αi) = {1− Fi(ei, ej)}Ui(πi,1)

+Fi(ei, ej)Ui(πi,2)− γei (32)

UT
j (ei, ej , αj) = {1− Fj(ei, ej)}Uj(πj,1)

+Fj(ei, ej)Uj(πj,2)− γej (33)

ここで，期待効用最大化問題を解くことによって，命
題 3と命題 4が導かれる．

命題 3. 完全競争下の保険市場において，努力水準が
保険料に反映されるような保険を購入することができ
る場合，リスク回避型企業の最適な保険購入率は αT

i =

αT
j = 1であり，企業の保険購入の決定は努力水準の決
定に依存しない．

命題 4. 完全競争下の保険市場において，努力水準が
保険料に反映されるような保険を購入することができ
る場合，リスク回避型企業の最適努力水準は以下のよ
うになる．

eTi =


β

2β − 1
ln
(β + γ)pXi

γπi
−

1− β

2β − 1
ln
(β + γ)pXj

γπj

0

(34a)

(34b)

(34a)...ej ≤
1

1− β
ln
(β + γ)pXi

γπi
のとき

(34b)...ej >
1

1− β
ln
(β + γ)pXi

γπi
のとき

eTj =


β

2β − 1
ln
(β + γ)pXj

γπj
−

1− β

2β − 1
ln
(β + γ)pXi

γπi

0

(35a)

(35b)

(35a)...ei ≤
1

1− β
ln
(β + γ)pXj

γπj
のとき

(35b)...ei >
1

1− β
ln
(β + γ)pXj

γπj
のとき

命題 3は，完全競争市場における保険会社は，他の保
険割増金を課すことなく保険数理上公平な保険料を徴
収するため，企業はフルカバーの保険を選択することを
示している．つまり，リスク回避的な企業は，操業が停

止した場合に補償を得られるような完全な保険を購入す
る可能性が高い．これは，Ehrlich and Becker(1972)12)

が出した結論と一致している．また，(2)節における保
険料一定型モデルの結果と比較すると，損失割合に関
わらず，最適な保険購入率はフルカバーまで上昇して
いる．よって，企業の災害保険加入率を改善するため
には，保険料が企業の努力水準を反映するような保険
メカニズムが有効である可能性が高い．
また，命題 4は，一方の企業の努力水準がある閾値

よりも小さい場合，他方の企業の努力水準は，収益に
対する損失割合X/πに基づいて決定されることを示し
ている．また，命題 1と同様に，一方の企業の努力水
準が閾値よりも大きい場合には，他方の企業は努力を
しない選択が最適となる．

(2) 努力水準の比較
本節では，保険なしの場合（基本モデル）の努力水
準と，努力変動型保険を導入した場合の努力水準の比
較を行う．企業が対称であるとしたとき，保険なしの
努力水準 edと，努力変動型保険を導入した場合の努力
水準 eT は，それぞれ以下のように表される．ただし，
企業が対称であるとは，各企業の収益 πと損失X が等
しい状況を指すものとする．

ed = ln

[
β

γ
p{ln(R1)− ln(R2)}

]

= ln

{
β

γ
p · ln

(
1

1− x

)} (36)

eT = ln
(β + γ)pX

γπ

= ln

{
(β + γ)p

γ
· x

} (37)

ただし，xは損失割合（ x =
X

π
）とする．

ここで，γ ≪ β であることと ，x > 0 において

ln

(
1

1− x

)
> xであることより，命題 5が導かれる．

命題 5. ed > eT．

完全競争下の保険市場において努力変動型の保険を
導入すると，サプライチェーンに属するリスク回避型
企業の防災努力の水準は減少する．

企業の防災努力が保険料に反映されるようになると，
企業の保険加入率はフルカバーまで上昇する．このと
き，期待利得が完全に平準化されるようになるため，企
業は，リスクマネジメントの機能をリスク移転である
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リスクファイナンスに委ねるようになる．命題 5は，こ
のようなメカニズムによって，企業にとってのリスクコ
ントロールの役割が縮小した結果であると考えられる．

5. 社会的最適な努力水準
(1) 社会的最適なケース
本章では，4章で分析したモデルを用い，社会的最適

な努力水準について考える．ここで，社会的最適な努
力水準とは，社会厚生を最大化するような努力水準を
指すものとする．また，社会厚生は企業 iと企業 jの効
用の総和として定義し，以下のように表す．

SW ={1− Fi(ei, ej)}Ui(πi,1) + Fi(ei, ej)Ui(πi,2)

+ {1− Fj(ei, ej)}Uj(πj,1) + Fj(ei.ej)Uj(πj,2)

− γei − γej

(38)

社会厚生最大化問題を解くことによって，命題 6が導
出される．

命題 6. 完全競争下の保険市場において，努力水準が
保険料に反映されるような保険を購入することができ
る場合，社会的最適な保険購入率は αSW

i = αSW
j = 1

であり，企業の保険購入の決定は努力水準の決定に依
存しない．

ここで，式 (38) の一階微分式に ei = eTi ，ej = eTj を
代入し，企業の損失割合 xが互いに等しいとすると，

∂SW

∂ei

∣∣∣∣∣
ei=eTi

> 0 (39)

∂SW

∂ej

∣∣∣∣∣
ej=eTj

> 0 (40)

となることから，命題 7が導かれる．

命題 7. 企業の損失割合が対称であるとき，社会厚生を
最大化する努力水準は，自社のみの効用を最大化する努
力水準より大きくなる．すなわち，eSW

i > eTi ，eSW
j >

eTj ．

また，企業が対称であると仮定すると，命題 8が導
出される．

命題 8. 企業が対称であるとき，完全競争下の保険市
場において努力水準が保険料に反映されるような保険
を購入することができる場合，社会的最適な努力水準
は以下のようになる．

eSW = ln
(1 + γ)pX

γπ
(41)

命題 7，命題 8より，企業の防災努力には社会的最適
な水準まで改善する余地があることが確認された．

(2) ファーストベスト政策の検討
本節と次の節では，サプライチェーンに属するリス
ク回避型企業の行動に関するこれまでの分析を踏まえ，
社会的最適な努力水準を企業に促すための提案を行う．
まず，本節では，ファーストベストなケースとして，第
4章の保険料変動型モデルについて，社会的限界効用と
私的限界効用が等しくなる場合を考える．
保険料に努力水準が反映されるとき，企業が対称で
あると仮定すると，企業がフルカバーの保険を購入し
た場合の社会的限界効用は以下のようになる．

∂SW

∂ei

∣∣∣∣∣
αi=αj=1

=
FX

π − FX
− γ (42)

ただし，F =
p

exp{e}
．（e = ei = ej）．

また，私的限界効用は以下のようになる．

∂UT
i

∂ei

∣∣∣∣∣
αi=1

=
βFX

π − FX
− γ (43)

式 (42)，式 (43)より，限界効用の差分は以下のように
なる．

∂SW

∂ei

∣∣∣∣∣
αi=αj=1

−
∂UT

i

∂ei

∣∣∣∣∣
αi=1

=
(1− β)FX

π − FX

=
∂ ln(πj − FjXj)

∂ei

(44)

式 (44)より，限界効用の差分は，自社が行った努力 1

単位が相手企業にもたらす効用に等しい．私的効用最
大化によっても社会的最適な努力水準を達成するため
には，この限界効用式 (44) がゼロとなる必要がある．
つまり，自社の努力水準に応じて，式 (44)に等しい限
界効用が得られるような見返りを付けることによって，
企業の努力水準は社会的最適レベルまで改善されるこ
とになる．しかし，そのような報酬を正確に表現する
ことは難しい．そこで次の節では，セカンドベストな
ケースとして，より実現可能性の高い提案を示す．

(3) セカンドベスト政策の提案
セカンドベストなケースとして，リベート付きサプラ
イチェーン保険を提案する．基本的なキャッシュフロー
は第４章で示した図 10と同様であるが，さらに，努力
によって生じた相手企業の保険料削減分が自社に還元
されるようなリベート金が，政府から各企業に付与さ
れる．リベート金額RP は，相手企業の保険購入率，操
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業停止確率の低減分，損害額の積とし，以下のように
設定する．

RPi = αj{FT
j − Fj(ei, ej)}Xj (45)

RPj = αi{FT
i − Fi(ei, ej)}Xi (46)

ここで，FT
i ，FT

j は，努力変動型モデルにおいて企業が
努力 eT を行った場合の操業停止確率（すなわちリベー
トを取り入れなかった場合の操業停止確率）とする．
このときのキャッシュフローは図 (3)のようになる．

 

企業 i 企業 j 
収益 𝜋! 収益 𝜋" 

損失 𝑋! 損失 𝑋" 

 𝐼𝑃"  𝐼𝑃! 
	𝛼"𝑋" 𝛼!𝑋! 

保険会社 

上流企業 下流企業 企業 
発注量𝑄 

⽀払い𝑤𝑄 
 (単価𝑝) 

販売 

 𝛼"'𝐹"# − 𝐹"*𝑋"  𝛼!'𝐹!# − 𝐹!*𝑋! 

政府 

図–11 リベート付きサプライチェーン保険モデルのキャッシュ
フロー

このとき，各企業の期待利得は，操業停止がない場合，
Ri,1 = πi − αiFi(ei, ej)Xi

+αj{FT
j − Fj(ei, ej)}Xj (47)

Rj,1 = πj − αjFj(ei, ej)Xj

+αi{FT
i − Fi(ei, ej)}Xi (48)

操業停止がある場合，
Ri,2 = πi −Xi + αi{1− Fi(ei, ej)}Xi

+αj{FT
j − Fj(ei, ej)}Xj (49)

Rj,2 = πj −Xj + αj{1− Fj(ei, ej)}Xj

+αi{FT
i − Fi(ei, ej)}Xi (50)

のようになり，期待効用は以下の式で表される．ただ
し，添字 Rはリベート付きサプライチェーン保険を導
入したモデルについての分析を表す．

UR
i (ei, ej) = {1− Fi(ei, ej)}Ui(Ri,1)

+Fi(ei, ej)Ui(Ri,2)− γei (51)

UR
j (ei, ej) = {1− Fj(ei, ej)}Uj(Rj,1)

+Fj(ei, ej)Uj(Rj,2)− γej (52)

効用最大化問題を解くことによって，命題 9と命題 10

が導かれる．

命題 9. リベート付きサプライチェーン保険を導入し
た保険市場において，企業の最適な保険購入率は αR

i =

αR
j = 1であり，企業の保険決定は努力水準の決定に依
存しない．

命題 10. リベート付きサプライチェーン保険を導入し
た保険市場において，企業が対称であると仮定すると，
企業の最適努力水準は以下のようになる．

eR = ln
(1 + 2γ)pX

γ(π + FTX)
(53)

また，セカンドベストなケースにおける私的限界効
用と社会的限界効用の差分について着目する．リベー
ト付きサプライチェーン保険を導入した場合の私的限
界効用は以下のようになる．

∂UR
i

∂ei

∣∣∣∣∣
αi=αj=1

=
βFiXi + (1− β)FjXj

πi − FiXi + (FT
j − Fj)Xj

− γ (54)

ここで，企業が対称であると仮定すると，式 (54)は以
下のようになる．

∂UR
i

∂ei

∣∣∣∣∣
αi=αj=1

=
FX

π − FX + (FT − F )X
− γ (55)

よって，リベートを取り入れた場合，企業の私的限界
効用の右辺第１項の分子は，社会的限界効用の式 (42)

に一致する．一方で，分母は (FT −F )X だけ増加して
いるため，この差分が社会的最適なケースとの乖離に
繋がっていると考えられる．

(4) 数値計算
本節では，具体的な数値を用いた数値計算によって，
各モデルにおける努力水準と社会厚生の確認を行う．た
だし，セカンドベストのモデルについては，政府から
リベート金の支出が発生するため，社会厚生を以下の
ように定義する．

SWR = UR
i (ei, ej) + UR

j (ei, ej)− δ(RPi +RPj)

= {1− Fi(ei, ej)}Ui(Ri,1) + Fi(ei, ej)Ui(Ri,2)

+ {1− Fj(ei, ej)}Ui(Rj,1) + Fj(ei, ej)Uj(Rj,2)

− γ(ei + ej)

− δ{αj(F
T
j − Fj)Xj + αi(F

T
i − Fi)Xi}

(56)

ここで，δ > 0は政府の支出に対する社会厚生減少のパ
ラメータとする．

次に，数値計算に用いる各数値を表 2に，その結果
を表 3に示す．
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表–2 入力数値（企業が対称の場合）

努力反映パラメータ β 0.6

努力による効用減少パラメータ γ 0.01

政府の支出による効用減少パラメータ δ 0.25

潜在的な操業停止確率 p 0.05

企業 iの損失Xi 5

企業 j の損失Xj 5

企業 iの収益 πi 10

企業 j の収益 πj 10

また，企業が非対称である場合について，表 4の数
値を入力すると，計算結果は表 5のようになる．

表–4 入力数値（企業が非対称の場合）

努力反映パラメータ β 0.6

努力による効用減少パラメータ γ 0.01

政府の支出による効用減少パラメータ δ 0.25

潜在的な操業停止確率 p 0.05

企業 iの損失Xi 5

企業 j の損失Xj 5

企業 iの収益 πi 20

企業 j の収益 πj 10

表–5 数値計算結果（企業が非対称の場合）

保険なし 保険料変動型
企業 iの努力水準 0 0

企業 j の努力水準 2.49 1.81

努力後の操業停止確率 (i) 0.018 0.024

努力後の操業停止確率 (j) 0.011 0.017

企業 iの期待効用 2.990 2.990

企業 j の期待効用 2.270 2.276

社会厚生 5.260 5.266

数値計算を行った結果，各モデル間における努力水
準の大小関係は，前節までの分析結果に一致している
ことが確認された．また，企業が対称のケースにおい
ては，セカンドベストで保険にリベートを取り入れる
ことによって，努力水準が社会的最適に近い水準まで
改善されていることが分かる．

6. おわりに

(1) 結論
本研究では，企業の災害保険加入率が低いという現
状と，サプライチェーンにおける防災投資の外部性に着
目し，これらの課題に対処するための新たな災害保険
スキームの提案を最終の目的として，サプライチェー
ンに属する企業の保険加入と防災努力に関する行動の
分析を行った．
まず初めに，保険会社を導入せず，サプライチェー

ンに属する二つの企業のみでモデルを構築した．その
結果，企業はお互いの努力水準がある閾値より高い場
合には，努力をしないことが確認された．この結果は，
防災努力の外部性を表現するものとなっており，一方
の企業が他方の企業の努力にフリーライドするような
状況を示すものであると考えられる．
次に，第３章で，先述のモデルに保険会社を導入し

た．このとき，企業が保険会社に支払う保険料は，企
業の努力に関わらず一定であるように設定した．この
仮定は，災害規模を正確に予測する技術や，防災努力
を評価するシステムが確立されていない現況を表すも
のとなっている．このモデルで分析した結果，企業行
動の傾向についての推察を以下に述べる．損失割合が
小さい場合，企業は努力を行わず，フェアでフルカバー
の保険を購入する．つまり，企業は，保険に加入して
リスクを移転するリスクファイナンスによってのみリ
スクマネジメントを行う傾向にあると言える．一方で，
損失割合が大きい場合，かえって企業は保険を購入し
ない可能性が高い．この結果は，損失割合が大きいと
いう特徴を持つ災害について，企業の保険加入率が低
いという現状を支持するものとなっている．
第４章では，現状の保険システムの改善案として，保

険料が企業の努力水準を反映するような保険モデルを
構築した．この結果，災害保険への加入率の上昇は確認
されたが，その分努力水準が低下することが示された．
第５章では，初めに，社会厚生を二つの企業の期待

効用の合計として定義し，社会厚生の最大化問題を解
くことによって，社会的最適なケースを表現した．こ
の分析を踏まえ，社会的最適な状況を達成するための
新たな保険スキームを検討した．まず，ファーストベス
トとして，社会的限界効用と私的限界効用が一致する
ケースを検討したが，現実的な提言につなげることは
困難であった．次に，セカンドベストでは，サプライ
チェーンにおける防災努力の外部性を緩和することを
目的として，自社の防災努力がリベート金として還元
される保険を導入した．この結果，リベート付きサプ
ライチェーン保険に加入することで，企業の防災努力
が社会的最適な水準付近まで向上することが示された．
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表–3 数値計算結果（企業が対称の場合）

保険なし 保険料変動型 セカンドベスト 社会的最適
企業 iの努力水準 0.73 0.42 0.92 0.93

企業 j の努力水準 0.73 0.42 0.92 0.93

努力後の操業停止確率 (i) 0.024 0.033 0.020 0.020

努力後の操業停止確率 (j) 0.024 0.033 0.020 0.020

企業 iの期待効用 2.279 2.282 2.298 2.283

企業 j の期待効用 2.279 2.282 2.298 2.283

リベート金支払い — — 0.13 —

社会厚生 4.557 4.564 4.565 4.567

第４章と第５章で示した保険スキームは，防災努力
の水準を可視化するシステムや技術に加えて，災害時
の被害予測技術の精度向上が前提となっており，現時
点において実現可能なスキームとは言い難い．しかし，
現在注目されつつある ESG投資などの仕組みは企業努
力を可視化する動きを作るものであり，今後より一層
制度の確立が期待される．また，災害時の被害予測に
ついても，防災 DXの活用によって今後その精度の向
上が期待されている．このように，本研究における提
案は，これらの技術やシステムの構築に関する流れを
汲んだものとなっていることに留意されたい．
今回の分析で，企業努力が正確に評価・反映されない

という災害保険の現状や，防災投資の外部性に着目す
ることによって，企業行動を定性的に示すとともに，新
たな保険スキームの提案につなげることができた．こ
のように，現状における災害保険の課題に着目し，改
善を図るための分析は，今後日本の防災水準を高めて
いく上で重要な取り組みであると感じる．

(2) 今後の課題
本研究の分析に関して，次のような課題が挙げられる．
一つ目は，保険料一定型モデルにおいて，最適な保

険購入率と努力水準の解が解析的に求まっていない点
である．今回の分析では解の特定は行わず，いくつか
の数値事例を用いて企業行動の傾向を推察したが，企
業行動をより定性的に示すためには，モデルの改善や
異なるアプローチによる解の特定が必要である．
二つ目は，社会的最適なケースとセカンドベストな

ケースにおいて，努力水準を導出する際に企業が対称
であるという仮定を用いている点である．現実のサプ
ライチェーンにおいては，企業同士の規模が異なる場
合が多いと想定されるため，企業が非対称である場合
についても分析を進める必要がある．
三つ目は，効用関数やパラメータの設定についての

課題である．まず，企業の効用関数と操業停止確率につ

いては，簡単のために関数形を限定して分析を進めた
が，関数形を定めないモデルを採用した場合には，より
一般化された議論を進めることができると考える．ま
た，政府の効用関数についても，線形の効用関数を採
用したが，現実をより忠実に再現するために，関数形
の工夫を行う余地がある．さらに，数値計算結果につ
いては，パラメータや利得の数値設定を自由に行った
ため，議論を一般化することが難しい．よって，数値
計算を行う際にも，何らかのエビデンスに基づいた上
で数値設定ができると望ましいと考える．
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付録 I 証明

証明. (命題 1)

∂Ud
i

∂ei
=

βp

exp{βei + (1− β)ej}
{ln(Ri,1)− ln(Ri,2)} − γ

(I.1)

∂2Ud
i

∂e2i
=

− β2p

exp{βei + (1− β)ej}
{ln(Ri,1)− ln(Ri,2)}− γ

(I.2)

∂2Ud
i

∂e2i
< 0より，Ud

i は eiに関して凹関数であるので，
∂Ud

i

∂ei
= 0，Ri,1 ̸= Ri,2 より，

exp{−βei − (1− β)ej} =
γ

βp{ln(Ri,1)− ln(Ri,2)}
(I.3)

企業 jについても同様にして，

exp{(1−β)ei−βej} =
γ

βp{ln(Rj,1)− ln(Rj,2)}
(I.4)

式 (I.3)，(I.4)より，

edi =
β

2β − 1
ln

[
β

γ
p{ln(Ri,1)− ln(Ri,2)}

]
−

1− β

2β − 1
ln

[
1− β

γ
p{ln(Rj,1)− ln(Rj,2)}

]
(I.5)

edj =
β

2β − 1
ln

[
β

γ
p{ln(Rj,1)− ln(Rj,2)}

]
−

1− β

2β − 1
ln

[
1− β

γ
p{ln(Ri,1)− ln(Ri,2)}

]
(I.6)

また，ei ≥ 0より， ∂Ud
i

∂ei

∣∣∣∣∣
ei=0

≥ 0

すなわち， βp

exp{(1− β)ej}
{ln(Ri,1)−ln(Ri,2)}−γ ≥

0であるから，

ej ≤
1

1− β
ln

[
β

γ
p{ln(Ri,1)− ln(Ri,2)}

]
(I.7)

同様にして，ej ≥ 0より，

ei ≤
1

1− β
ln

[
β

γ
p{ln(Rj,1)− ln(Rj,2)}

]
(I.8)

証明. (命題 2)

∂U c
i

∂αi
= (1− Fi(ei, ej))U

′
i(Ri,1)(−pXi)

+Fi(ei, ej)U
′
i(Ri,2)(−pXi +Xi) (I.9)

∂2U c
i

∂α2
i

= (1− Fi(ei, ej))U
′′
i (Ri,1)(−pXi)

2

+Fi(ei, ej)U
′′
i (Ri,2)(−pXi +Xi)

2(I.10)

U ′′
i (Ri) < 0より，∂2U c

i

∂α2
i

< 0であるから，U c
i は αi

に関して凹関数である．

∂U c
i

∂αi
= 0より，

− p(1− Fi(ei, ej))

πi − αipXi
+

(1− p)Fi(ei, ej)

πi −Xi + αi(1− p)Xi
= 0

∴ αc
i =

(1− Fi(ei, ej))pXi − (p− Fi(ei, ej))πi

(1− p)pXi

(I.11)

企業 jについても同様にして，

αc
j =

(1− Fj(ei, ej))pXj − (p− Fj(ei, ej))πj

(1− p)pXj
(I.12)

証明. (命題 3)

∂UT
i

∂αi
= (1− Fi)U

′
i(Ri,1)(−FiXi)

+FiU
′
i(Ri,2)(1− Fi)Xi (I.13)

∂2UT
i

∂α2
i

= (1− Fi)U
′′
i (Ri,1)(−FiXi)

2

+FiU
′′
i (Ri,2){(1− Fi)Xi}2 (I.14)

U ′′
i (Ri) < 0より，∂2UT

i

∂α2
i

< 0であるから，
UT
i は αi に関して凹関数である．
∂UT

i

∂αi
= 0より，

U ′
i,1 = U ′

i,2 =⇒ Ri,1 = Ri,2 ∴ αT
i = 1

企業 jについても同様にして，αT
j = 1

証明. (命題 4)

αi = 1のとき，Ri,1 = Ri,2 = Ri = πi − FiXi となり，
UT
i = Ui(Ri)− γei (I.15)

∂UT
i

∂ei

∣∣∣∣∣
αi=1

= U ′
i(Ri)

(
−
∂Fi

∂ei
Xi

)
− γ (I.16)

∂2UT
i

∂e2i

∣∣∣∣∣
αi=1

= U ′′
i (Ri)

(
−
∂Fi

∂ei
Xi

)

+U ′
i(Ri)

(
−
∂2Fi

∂e2i
Xi

)
(I.17)
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U ′′
i (Ri) < 0， ∂Fi

∂ei
< 0， ∂2Fi

∂e2i
> 0より，

∂2UT
i

∂e2i

∣∣∣∣∣
αi=1

< 0

よって，UT
i

∣∣
αi=1

は ei に関して凹関数であるので，
∂UT

i

∂ei

∣∣∣∣∣
αi=1

= 0より，

exp{−βei − (1− β)ej} =
γπi

(β + γ)pXi
(I.18)

企業 jについても同様にして，

exp{−(1− β)ei − βej} =
γπj

(β + γ)pXj
(I.19)

式 (I.18)，(I.19)より，

eTi =
β

2β − 1
ln
(β + γ)pXi

γπi
−

1− β

2β − 1
ln
(β + γ)pXj

γπj

(I.20)

eTj =
β

2β − 1
ln
(β + γ)pXj

γπj
−

1− β

2β − 1
ln
(β + γ)pXi

γπi

(I.21)

また，ei ≥ 0より， ∂UT
i

∂ei

∣∣∣∣∣
ei=0

≥ 0

すなわち，exp{(1−β)ej} ≤
(β + γ)pXi

γπi
であるから，

ej ≤
1

1− β
ln
(β + γ)pXi

γπi
(I.22)

同様にして，ej ≥ 0より，

ei ≤
1

1− β
ln
(β + γ)pXj

γπj
(I.23)

証明. (命題 5)

ed = ln

{
β

γ
p · ln

(
1

1− x

)}
(I.24)

eT = ln

{
(β + γ)p

γ
· x

}
(I.25)

ここで，式 (I.24)について，
∂

∂x
ln

(
1

1− x

)
=

1

1− x
> 0より，

∂

∂x
ln

(
1

1− x

)∣∣∣∣∣
x=0

= 1

∂2

∂x2
ln

(
1

1− x

)
=

1

(1− x)2
> 0より，

ln

(
1

1− x

)
は xに関して凸関数である．

また，式 (I.25)について，

∂

∂x
x = 1

よって，x > 0において，ln

(
1

1− x

)
> xである．

ここで，式 (I.25)は，γ ≪ 1より，以下のように近
似される．

eT = ln

{
βp

γ
· x

}
(I.26)

以上より，ed > eT．

証明. (命題 6)

∂SW

∂αi
=

∂UT
i

∂αi
（式 (I.13)）より，

∂SW

∂αi
= 0 =⇒ αSW

i = 1

同様にして，∂SW

∂αj
= 0 =⇒ αSW

j = 1

証明. (命題 7)

SW は eに関して凹関数であるから，∂SW

∂e

∣∣∣∣∣
e=eSW

= 0

よって， ∂SW

∂e

∣∣∣∣∣
e=eT

> 0のとき，eT < eSW．

証明. (命題 8)

∂SW

∂ei

∣∣∣∣∣
αi=αj=1

=
βFiXi

πi − FiXi
+
(1− β)FjXj

πj − FjXj
−γ (I.27)

ここで，企業が対称であるとすると，
∂SW

∂e

∣∣∣∣∣
αi=αj=1

=
FX

π − FX
− γ (I.28)

∂2SW

∂e2

∣∣∣∣∣
αi=αj=1

= −
FX

π − FX
−

(
FX

π − FX

)2

< 0

(I.29)

よって，SW |αi=αj=1は eに関して凹関数であるので，
∂SW

∂e

∣∣∣∣∣
αi=αj=1

= 0より，

eSW = ln
(1 + γ)pX

γπ
(I.30)
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証明. (命題 9)

∂UR
i

∂αi
= (1− Fi)U

′
i(Ri,1)(−FiXi)

+FiU
′
i(Ri,2)(1− Fi)Xi (I.31)

∂2UR
i

∂α2
i

= (1− Fi)U
′′
i (Ri,1)(−FiXi)

2

+FiU
′′
i (Ri,2){(1− Fi)Xi}2 (I.32)

U ′′
i (Ri) < 0より，∂2UR

i

∂α2
i

< 0であるから，
UR
i は αi に関して凹関数である．
∂UR

i

∂αi
= 0より，

U ′
i,1 = U ′

i,2 =⇒ Ri,1 = Ri,2 ∴ αR
i = 1

企業 jについても同様にして，αR
j = 1

証明. (命題 10)

αi = αj = 1のとき，
Ri,1 = Ri,2 = Ri = πi − FiXi + (FT

j − Fj)Xj

となるので，
UR
i = Ui(Ri)− γei (I.33)

∂UR
i

∂ei

∣∣∣∣∣
αi=αj=1

= U ′
i(Ri)

(
−
∂Fi

∂ei
Xi

)
− γ (I.34)

∂2UR
i

∂e2i

∣∣∣∣∣
αi=αj=1

= U ′′
i (Ri)

(
−
∂Fi

∂ei
Xi

)

+U ′
i(Ri)

(
−
∂2Fi

∂e2i
Xi

)
(I.35)

U ′′
i (Ri) < 0， ∂Fi

∂ei
< 0， ∂2Fi

∂e2i
> 0より，

∂2UR
i

∂e2i

∣∣∣∣∣
αi=αj=1

< 0

よって，UR
i

∣∣
αi=αj=1

は ei に関して凹関数である．
ここで，企業が対称であるとすると，
∂UR

i

∂e

∣∣∣∣∣
α=1

= 0より，

exp{e} =
(1 + 2γ)pX

γ(π + FTX)
(I.36)

∴ eR = ln
(1 + 2γ)pX

γ(π + FTX)
(I.37)
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